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茨城県水戸県央交通圏タクシー準特定地域協議会設置要綱（改正案） 

 

制定 平成２１年１１月 ６日 

                                               
     
（目的） 

第１条 茨城県水戸県央交通圏タクシー準特定地域協議会（以下「協議会」という。）は、

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関す

る特別措置法（平成２１年法律第６４号。以下「法」という。）の規定に基づき、茨城県

水戸県央交通圏（以下「準特定地域」という。）の関係者の自主的な取組を中心として、

当該準特定地域の一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タクシー事業」という。）の適正

化及び活性化を推進することにより一般乗用旅客自動車運送（以下「タクシー」という。）

が、地域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにするために必要となる準特定地

域計画の作成等を行うために設置するものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「タクシー事業者」とは、タクシー事業を経営する者をいう。 

２ この要綱において「タクシー車両」とは、タクシー事業の事業用自動車をいう。 

３ この要綱において「タクシー事業者等」とは、タクシー事業者及びタクシー事業者の組

織する団体をいう。 

４ この要綱において「労働組合等」とは、タクシー車両の運転者の組織する団体をいう。 

５ この要綱において「地域住民」とは、タクシーを利用する地域住民に身近な団体又は組

織の代表者をいう。 

 

（実施事項） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項を実施するものとする。 

 (1) 準特定地域計画の作成 

 (2) 次に掲げる準特定地域計画の実施に係る連絡調整 

  ① 準特定地域計画に定められた事業の円滑な実施のために必要な場合における当該

事業の関係者の招集 

  ② 準特定地域計画に定められた事業の実施主体とされた者以外の者に対する必要な

協力の要請 

  ③ ①②に掲げるもののほか、協議会が必要と認める準特定地域計画の実施に係る連絡

調整 

 (3) 準特定地域のタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な次に掲げる事項

の協議 

① 協議会の運営方法 

② ①に掲げるもののほか、協議会の運営等に必要と認める事項 
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（協議会の構成員） 

第４条 協議会の構成員は、次に掲げる者とし、任期は告示により当該特定地域を指定した

期間までとする。ただし、第５条１１の規定により会長が協議会を開催することを構成員

に通知した場合に限り任期を協議会の開催日まで延長することとする。 

（注）(1)～(4)は、法第８条第１項に規定する構成員、(5)、(6)は、同第２項に規定する構

成員。 

 （１） 関係地方公共団体の長 

茨城県知事・関係市町村長又はそれらの指名する者 

 

 （２）タクシー事業者等 

茨城県ハイヤー・タクシー協会会長・交通圏のタクシー事業者の代表者 
 

 （３）労働組合等 
     

 （４）地域住民 

     

 （５）学識経験者 

     ①  山田 稔（茨城大学准教授） 
 

 （６）その他協議会が必要と認める者 

     ① 茨城県警察本部 交通部 交通規制課長 

     ② 茨城労働局 労働基準部 監督課長 

③ 東日本旅客鉄道株式会社水戸支社 総務部 企画室長 
 

２ 協議会は前項の（１）～（４）の区分に掲げる者が任意に加入し、又は脱退することで 

きるものとし、かつ、前項の（５）、（６）の区分に掲げる者が任意に脱退できるものと 

する。 

３ 協議会へ加入又は協議会から脱退しようとする者は会長等（事務局長をおく場合は事務

局長。以下同じ。）に申し出するものとする。 

  ただし、第５条第１３項の規定に基づき協議会の公表があった場合には、協議会開催日

の１５日前までに申し出があった者について、当該協議の構成員として参画できるものと 

する。 

４ 協議会の構成員の把握は会長等が行うものとし、協議会の場において一覧表形式等によ

り示すものとする。 

 

（協議会の運営） 

第５条 協議会に会長をおき、協議会の構成員からこれを充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、協議の場を総括する。 

３ 会長の任期は第４条の構成員の任期に準ずる。 

４ 会長に事故がある場合には、あらかじめ会長が指名する者がその職務を代理する。 
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５ 協議会には事務局を設置する。 

６ 事務局には事務局長をおく。事務局長は会長が指名し、協議会に報告する。 

７ 事務局長は、協議会の運営に関する事務を総括する。 

８ 事務局長の任期は第４条の構成員の任期に準ずる。 
９ 各区分毎の構成員の発言時間の配分は、協議会の開催予定時間の 15％を上限として会長

が割り振るものとする。 

10 協議会の議決方法は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるとおりとする。 

（１）会長の選出を議決する場合 第 4 条第 1 項（２）及び（３）掲げる構成員はその区

分毎に 1 個の議決権を、その他の構成員については各自 1 個の議決権を与える者とし議

決権の過半数に当たる多数をもって行う。 

 （２）設置要綱の変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすことをもって行う。 

  ① 協議会の構成員である地方公共団体の長が全て合意していること。 

② 設置要綱の変更について合意しているタクシー事業者が準特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該 

準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

③ 設置要綱の変更について合意しているタクシー協会等の構成員となっているタク

シー事業者が準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会 

の構成員であるタクシー協会等の構成員となっているタクシー事業者が当該準特定

地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

  ④ 労働組合等として参加している構成員の過半数が合意していること。 

  ⑤ 地域住民として参加している構成員の過半数が合意していること。 

  ⑥ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員の過半数が合意していること。 

 （３）準特定地域計画の作成及び変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすこと

をもって行う。 

  ① (2)①及び③から⑤までに掲げる要件を満たしていること。 

  ② 準特定地域計画の作成に合意したタクシー事業者が準特定特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、当該準特定地域内の営業所に配置されるタク

シー車両の総 台数の過半数であること。 

  ③ 協議会の構成員である関係行政機関が合意していること。 

  ④ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員（関係行政機関を除く。)の過半 

数が合意していること。 

  ⑤ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員のうち準特定地域計画に定めら

れた事業の実施主体とされたものが合意していること。 

 （４）（１）から（３）まで以外の議決を行う場合 次に掲げる要件を全て満たすことを

もって行う。 
  ① 会長が合意すること。 
  ② 合意するタクシー事業者が充特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数

の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該準特定地域内の営業所に配

置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 
  ③ ①及び②以外の構成員において、第 4 条第 1 項（３）に掲げる構成員はその区分毎

に 1 個の議決権を、その他の構成員については、各自 1 個の議決権を与えるものと
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し、過半数が合意すること。 

11 協議会は、準特定地域計画作成後も定期的に開催することとする。 

12 前項に掲げるもののほか、会長は、必要に応じて、協議会を開催することができるもの

とし、協議会の構成員は、会長に対して協議会の開催を要求することができるものとする

が、協議会の開催の是非は会長が決めるものとする。 

13 会長は、協議会を開催するに当たり、原則として協議会開催日の２０日前までにその旨 

を公表するものとする。 

14 協議会は原則として公開とする。ただし、開催日時及び場所、議題、協議の概要、議 

 決事項等を記載した議事概要の公開をもってこれに代えることができる。 

15 協議会は、協議会の構成員の過半数の出席がなければ成立しないものとする。 

  また、必要に応じて代理出席を認めることができるものとする。 
16 会長は、次に掲げる事項に限り、やむを得ない事由により協議会を開催する余裕のない

場合においては、事案の概要を記載した書面を構成員に送付し、その意見の聴取及び賛否

を確認し、その結果をもって協議会の議決に代えることができる。 
  なお、本規定に基づく取扱いを行う場合にあっては、第 4 条第 3 項中の「15 日前」とあ

るのは「3 日前」とし、第 5 条第 13 項中の「20 日前」とあるのは「7 日前」とする。 
（１） 新規許可、営業区域の設定又は増車に係る意見聴取に関する意見書の提出の議決 
（２） 公定幅運賃に係る意見聴取に関する意見書の提出の議決 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が協議会

に諮り定める。 

 

附則（一部改正） 

 この要綱は、平成２１年１２月１１日より適用する。 
附則（一部改正） 
 この要綱は、平成２４年１２月 ７日より適用する。 

附則（一部改正） 

 この一部改正平成２６年 １月２４日より適用する。 
附則 
 この一部改正平成２６年  月  日より適用する。 
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茨城県県南交通圏タクシー準特定地域協議会設置要綱（改正案） 

 

制定 平成２１年１１月 ６日 

                                                  
 

（目的） 

第１条 茨城県県南交通圏タクシー準特定地域協議会（以下「協議会」という。）は、特定

地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法（平成２１年法律第６４号。以下「法」という。）の規定に基づき、茨城県県南

交通圏（以下「準特定地域」という。）の関係者の自主的な取組を中心として、当該準特

定地域の一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タクシー事業」という。）の適正化及び活

性化を推進することにより一般乗用旅客自動車運送（以下「タクシー」という。）が、地

域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにするために必要となる準特定地域計画

の作成等を行うために設置するものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「タクシー事業者」とは、タクシー事業を経営する者をいう。 

２ この要綱において「タクシー車両」とは、タクシー事業の事業用自動車をいう。 

３ この要綱において「タクシー事業者等」とは、タクシー事業者及びタクシー事業者の組

織する団体をいう。 

４ この要綱において「労働組合等」とは、タクシー車両の運転者の組織する団体をいう。 

５ この要綱において「地域住民」とは、タクシーを利用する地域住民に身近な団体又は組

織の代表者をいう。 

 

（実施事項） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項を実施するものとする。 

 (1) 準特定地域計画の作成 

 (2) 次に掲げる準特定地域計画の実施に係る連絡調整 

  ① 準特定地域計画に定められた事業の円滑な実施のために必要な場合における当該

事業の関係者の招集 

  ② 準特定地域計画に定められた事業の実施主体とされた者以外の者に対する必要な

協力の要請 

  ③ ①②に掲げるもののほか、協議会が必要と認める準特定地域計画の実施に係る連絡

調整 

 (3) 準特定地域のタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な次に掲げる事項

の協議 

① 協議会の運営方法 

② ①に掲げるもののほか、協議会の運営等に必要と認める事項 
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（協議会の構成員） 

第４条 協議会の構成員は、次に掲げる者とし、任期は告示により当該特定地域を指定した

期間までとする。ただし、第５条１１の規定により会長が協議会を開催することを構成員

に通知した場合に限り任期を協議会の開催日まで延長することとする。 

（注）(1)～(4)は、法第８条第１項に規定する構成員、(5)、(6)は、同第２項に規定する構

成員。 

 （１） 関係地方公共団体の長 

茨城県知事・関係市町村長又はそれらの指名する者 

 

 （２）タクシー事業者等 

茨城県ハイヤー・タクシー協会会長・交通圏のタクシー事業者の代表者 
 

 （３）労働組合等 
     

 （４）地域住民 

     

 （５）学識経験者 

     ①  山田 稔（茨城大学准教授） 
 

 （６）その他協議会が必要と認める者 

     ① 茨城県警察本部 交通部 交通規制課長 

     ② 茨城労働局 労働基準部 監督課長 

③ 東日本旅客鉄道株式会社水戸支社 総務部 企画室長 
 

２ 協議会は前項の（１）～（４）の区分に掲げる者が任意に加入し、又は脱退することで 

きるものとし、かつ、前項の（５）、（６）の区分に掲げる者が任意に脱退できるものと 

する。 

３ 協議会へ加入又は協議会から脱退しようとする者は会長等（事務局長をおく場合は事務

局長。以下同じ。）に申し出するものとする。 

  ただし、第５条第１３項の規定に基づき協議会の公表があった場合には、協議会開催日

の１５日前までに申し出があった者について、当該協議の構成員として参画できるものと 

する。 

４ 協議会の構成員の把握は会長等が行うものとし、協議会の場において一覧表形式等によ

り示すものとする。 

 

（協議会の運営） 

第５条 協議会に会長をおき、協議会の構成員からこれを充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、協議の場を総括する。 

３ 会長の任期は第４条の構成員の任期に準ずる。 

４ 会長に事故がある場合には、あらかじめ会長が指名する者がその職務を代理する。 
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５ 協議会には事務局を設置する。 

６ 事務局には事務局長をおく。事務局長は会長が指名し、協議会に報告する。 

７ 事務局長は、協議会の運営に関する事務を総括する。 

８ 事務局長の任期は第４条の構成員の任期に準ずる。 
９ 各区分毎の構成員の発言時間の配分は、協議会の開催予定時間の 15％を上限として会長

が割り振るものとする。 

10 協議会の議決方法は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるとおりとする。 

（１）会長の選出を議決する場合 第 4 条第 1 項（２）及び（３）掲げる構成員はその区

分毎に 1 個の議決権を、その他の構成員については各自 1 個の議決権を与える者とし議

決権の過半数に当たる多数をもって行う。 

 （２）設置要綱の変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすことをもって行う。 

  ① 協議会の構成員である地方公共団体の長が全て合意していること。 

② 設置要綱の変更について合意しているタクシー事業者が準特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該 

準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

③ 設置要綱の変更について合意しているタクシー協会等の構成員となっているタク

シー事業者が準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会 

の構成員であるタクシー協会等の構成員となっているタクシー事業者が当該準特定

地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

  ④ 労働組合等として参加している構成員の過半数が合意していること。 

  ⑤ 地域住民として参加している構成員の過半数が合意していること。 

  ⑥ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員の過半数が合意していること。 

 （３）準特定地域計画の作成及び変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすこと

をもって行う。 

  ① (2)①及び③から⑤までに掲げる要件を満たしていること。 

  ② 準特定地域計画の作成に合意したタクシー事業者が準特定特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、当該準特定地域内の営業所に配置されるタク

シー車両の総 台数の過半数であること。 

  ③ 協議会の構成員である関係行政機関が合意していること。 

  ④ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員（関係行政機関を除く。)の過半 

数が合意していること。 

  ⑤ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員のうち準特定地域計画に定めら

れた事業の実施主体とされたものが合意していること。 

 （４）（１）から（３）まで以外の議決を行う場合 次に掲げる要件を全て満たすことを

もって行う。 
  ① 会長が合意すること。 
  ② 合意するタクシー事業者が充特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数

の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該準特定地域内の営業所に配

置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 
  ③ ①及び②以外の構成員において、第 4 条第 1 項（３）に掲げる構成員はその区分毎

に 1 個の議決権を、その他の構成員については、各自 1 個の議決権を与えるものと
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し、過半数が合意すること。 

11 協議会は、準特定地域計画作成後も定期的に開催することとする。 

12 前項に掲げるもののほか、会長は、必要に応じて、協議会を開催することができるもの

とし、協議会の構成員は、会長に対して協議会の開催を要求することができるものとする

が、協議会の開催の是非は会長が決めるものとする。 

13 会長は、協議会を開催するに当たり、原則として協議会開催日の２０日前までにその旨 

を公表するものとする。 

14 協議会は原則として公開とする。ただし、開催日時及び場所、議題、協議の概要、議 

 決事項等を記載した議事概要の公開をもってこれに代えることができる。 

15 協議会は、協議会の構成員の過半数の出席がなければ成立しないものとする。 

  また、必要に応じて代理出席を認めることができるものとする。 
16 会長は、次に掲げる事項に限り、やむを得ない事由により協議会を開催する余裕のない

場合においては、事案の概要を記載した書面を構成員に送付し、その意見の聴取及び賛否

を確認し、その結果をもって協議会の議決に代えることができる。 
  なお、本規定に基づく取扱いを行う場合にあっては、第 4 条第 3 項中の「15 日前」とあ

るのは「3 日前」とし、第 5 条第 13 項中の「20 日前」とあるのは「7 日前」とする。 
（１） 新規許可、営業区域の設定又は増車に係る意見聴取に関する意見書の提出の議決 
（２） 公定幅運賃に係る意見聴取に関する意見書の提出の議決 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が協議会

に諮り定める。 

 

附則（一部改正） 

 この要綱は、平成２１年１２月１１日より適用する。 
附則（一部改正） 
 この要綱は、平成２４年１２月 ７日より適用する。 

附則（一部改正） 

 この一部改正平成２６年 １月２４日より適用する。 
附則 
 この一部改正平成２６年  月  日より適用する。 
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茨城県県西交通圏タクシー準特定地域協議会設置要綱（改正案） 
 

制定 平成２１年１１月 ６日 

                                                   
 

（目的） 

第１条 茨城県県西交通圏タクシー準特定地域協議会（以下「協議会」という。）は、特定

地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法（平成２１年法律第６４号。以下「法」という。）の規定に基づき、茨城県県西

交通圏（以下「準特定地域」という。）の関係者の自主的な取組を中心として、当該準特

定地域の一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タクシー事業」という。）の適正化及び活

性化を推進することにより一般乗用旅客自動車運送（以下「タクシー」という。）が、地

域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにするために必要となる準特定地域計画

の作成等を行うために設置するものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「タクシー事業者」とは、タクシー事業を経営する者をいう。 

２ この要綱において「タクシー車両」とは、タクシー事業の事業用自動車をいう。 

３ この要綱において「タクシー事業者等」とは、タクシー事業者及びタクシー事業者の組

織する団体をいう。 

４ この要綱において「労働組合等」とは、タクシー車両の運転者の組織する団体をいう。 

５ この要綱において「地域住民」とは、タクシーを利用する地域住民に身近な団体又は組

織の代表者をいう。 

 

（実施事項） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項を実施するものとする。 

 (1) 準特定地域計画の作成 

 (2) 次に掲げる準特定地域計画の実施に係る連絡調整 

  ① 準特定地域計画に定められた事業の円滑な実施のために必要な場合における当該

事業の関係者の招集 

  ② 準特定地域計画に定められた事業の実施主体とされた者以外の者に対する必要な

協力の要請 

  ③ ①②に掲げるもののほか、協議会が必要と認める準特定地域計画の実施に係る連絡

調整 

 (3) 準特定地域のタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な次に掲げる事項

の協議 

① 協議会の運営方法 

② ①に掲げるもののほか、協議会の運営等に必要と認める事項 
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（協議会の構成員） 

第４条 協議会の構成員は、次に掲げる者とし、任期は告示により当該特定地域を指定した

期間までとする。ただし、第５条１１の規定により会長が協議会を開催することを構成員

に通知した場合に限り任期を協議会の開催日まで延長することとする。 

（注）(1)～(4)は、法第８条第１項に規定する構成員、(5)、(6)は、同第２項に規定する構

成員。 

 （１） 関係地方公共団体の長 

茨城県知事・関係市町村長又はそれらの指名する者 

 

 （２）タクシー事業者等 

茨城県ハイヤー・タクシー協会会長・交通圏のタクシー事業者の代表者 
 

 （３）労働組合等 
     

 （４）地域住民 

     

 （５）学識経験者 

     ①  山田 稔（茨城大学准教授） 
 

 （６）その他協議会が必要と認める者 

     ① 茨城県警察本部 交通部 交通規制課長 

     ② 茨城労働局 労働基準部 監督課長 

③ 東日本旅客鉄道株式会社水戸支社 総務部 企画室長 
 

２ 協議会は前項の（１）～（４）の区分に掲げる者が任意に加入し、又は脱退することで 

きるものとし、かつ、前項の（５）、（６）の区分に掲げる者が任意に脱退できるものと 

する。 

３ 協議会へ加入又は協議会から脱退しようとする者は会長等（事務局長をおく場合は事務

局長。以下同じ。）に申し出するものとする。 

  ただし、第５条第１３項の規定に基づき協議会の公表があった場合には、協議会開催日

の１５日前までに申し出があった者について、当該協議の構成員として参画できるものと 

する。 

４ 協議会の構成員の把握は会長等が行うものとし、協議会の場において一覧表形式等によ

り示すものとする。 

 

（協議会の運営） 

第５条 協議会に会長をおき、協議会の構成員からこれを充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、協議の場を総括する。 

３ 会長の任期は第４条の構成員の任期に準ずる。 

４ 会長に事故がある場合には、あらかじめ会長が指名する者がその職務を代理する。 
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５ 協議会には事務局を設置する。 

６ 事務局には事務局長をおく。事務局長は会長が指名し、協議会に報告する。 

７ 事務局長は、協議会の運営に関する事務を総括する。 

８ 事務局長の任期は第４条の構成員の任期に準ずる。 
９ 各区分毎の構成員の発言時間の配分は、協議会の開催予定時間の 15％を上限として会長

が割り振るものとする。 

10 協議会の議決方法は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるとおりとする。 

（１）会長の選出を議決する場合 第 4 条第 1 項（２）及び（３）掲げる構成員はその区

分毎に 1 個の議決権を、その他の構成員については各自 1 個の議決権を与える者とし議

決権の過半数に当たる多数をもって行う。 

 （２）設置要綱の変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすことをもって行う。 

  ① 協議会の構成員である地方公共団体の長が全て合意していること。 

② 設置要綱の変更について合意しているタクシー事業者が準特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該 

準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

③ 設置要綱の変更について合意しているタクシー協会等の構成員となっているタク

シー事業者が準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会 

の構成員であるタクシー協会等の構成員となっているタクシー事業者が当該準特定

地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

  ④ 労働組合等として参加している構成員の過半数が合意していること。 

  ⑤ 地域住民として参加している構成員の過半数が合意していること。 

  ⑥ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員の過半数が合意していること。 

 （３）準特定地域計画の作成及び変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすこと

をもって行う。 

  ① (2)①及び③から⑤までに掲げる要件を満たしていること。 

  ② 準特定地域計画の作成に合意したタクシー事業者が準特定特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、当該準特定地域内の営業所に配置されるタク

シー車両の総 台数の過半数であること。 

  ③ 協議会の構成員である関係行政機関が合意していること。 

  ④ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員（関係行政機関を除く。)の過半 

数が合意していること。 

  ⑤ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員のうち準特定地域計画に定めら

れた事業の実施主体とされたものが合意していること。 

 （４）（１）から（３）まで以外の議決を行う場合 次に掲げる要件を全て満たすことを

もって行う。 
  ① 会長が合意すること。 
  ② 合意するタクシー事業者が充特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数

の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該準特定地域内の営業所に配

置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 
  ③ ①及び②以外の構成員において、第 4 条第 1 項（３）に掲げる構成員はその区分毎

に 1 個の議決権を、その他の構成員については、各自 1 個の議決権を与えるものと
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し、過半数が合意すること。 

11 協議会は、準特定地域計画作成後も定期的に開催することとする。 

12 前項に掲げるもののほか、会長は、必要に応じて、協議会を開催することができるもの

とし、協議会の構成員は、会長に対して協議会の開催を要求することができるものとする

が、協議会の開催の是非は会長が決めるものとする。 

13 会長は、協議会を開催するに当たり、原則として協議会開催日の２０日前までにその旨 

を公表するものとする。 

14 協議会は原則として公開とする。ただし、開催日時及び場所、議題、協議の概要、議 

 決事項等を記載した議事概要の公開をもってこれに代えることができる。 

15 協議会は、協議会の構成員の過半数の出席がなければ成立しないものとする。 

  また、必要に応じて代理出席を認めることができるものとする。 
16 会長は、次に掲げる事項に限り、やむを得ない事由により協議会を開催する余裕のない

場合においては、事案の概要を記載した書面を構成員に送付し、その意見の聴取及び賛否

を確認し、その結果をもって協議会の議決に代えることができる。 
  なお、本規定に基づく取扱いを行う場合にあっては、第 4 条第 3 項中の「15 日前」とあ

るのは「3 日前」とし、第 5 条第 13 項中の「20 日前」とあるのは「7 日前」とする。 
（１） 新規許可、営業区域の設定又は増車に係る意見聴取に関する意見書の提出の議決 
（２） 公定幅運賃に係る意見聴取に関する意見書の提出の議決 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が協議会

に諮り定める。 

 

附則（一部改正） 

 この要綱は、平成２１年１２月１１日より適用する。 
附則（一部改正） 
 この要綱は、平成２４年１２月 ７日より適用する。 

附則（一部改正） 

 この一部改正平成２６年 １月２４日より適用する。 
附則 
 この一部改正平成２６年  月  日より適用する。 
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茨城県県北交通圏タクシー準特定地域協議会設置要綱（改正案） 

 

制定 平成２２年 ６月１１日 

                                                   
 

（目的） 

第１条 茨城県県北交通圏タクシー準特定地域協議会（以下「協議会」という。）は、特定

地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法（平成２１年法律第６４号。以下「法」という。）の規定に基づき、茨城県県北

交通圏（以下「準特定地域」という。）の関係者の自主的な取組を中心として、当該準特

定地域の一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タクシー事業」という。）の適正化及び活

性化を推進することにより一般乗用旅客自動車運送（以下「タクシー」という。）が、地

域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにするために必要となる準特定地域計画

の作成等を行うために設置するものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「タクシー事業者」とは、タクシー事業を経営する者をいう。 

２ この要綱において「タクシー車両」とは、タクシー事業の事業用自動車をいう。 

３ この要綱において「タクシー事業者等」とは、タクシー事業者及びタクシー事業者の組

織する団体をいう。 

４ この要綱において「労働組合等」とは、タクシー車両の運転者の組織する団体をいう。 

５ この要綱において「地域住民」とは、タクシーを利用する地域住民に身近な団体又は組

織の代表者をいう。 

 

（実施事項） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項を実施するものとする。 

 (1) 準特定地域計画の作成 

 (2) 次に掲げる準特定地域計画の実施に係る連絡調整 

  ① 準特定地域計画に定められた事業の円滑な実施のために必要な場合における当該

事業の関係者の招集 

  ② 準特定地域計画に定められた事業の実施主体とされた者以外の者に対する必要な

協力の要請 

  ③ ①②に掲げるもののほか、協議会が必要と認める準特定地域計画の実施に係る連絡

調整 

 (3) 準特定地域のタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な次に掲げる事項

の協議 

① 協議会の運営方法 

② ①に掲げるもののほか、協議会の運営等に必要と認める事項 
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（協議会の構成員） 

第４条 協議会の構成員は、次に掲げる者とし、任期は告示により当該特定地域を指定した

期間までとする。ただし、第５条１１の規定により会長が協議会を開催することを構成員

に通知した場合に限り任期を協議会の開催日まで延長することとする。 

（注）(1)～(4)は、法第８条第１項に規定する構成員、(5)、(6)は、同第２項に規定する構

成員。 

 （１） 関係地方公共団体の長 

茨城県知事・関係市町村長又はそれらの指名する者 

 

 （２）タクシー事業者等 

茨城県ハイヤー・タクシー協会会長・交通圏のタクシー事業者の代表者 
 

 （３）労働組合等 
     

 （４）地域住民 

     

 （５）学識経験者 

     ①  山田 稔（茨城大学准教授） 
 

 （６）その他協議会が必要と認める者 

     ① 茨城県警察本部 交通部 交通規制課長 

     ② 茨城労働局 労働基準部 監督課長 

③ 東日本旅客鉄道株式会社水戸支社 総務部 企画室長 
 

２ 協議会は前項の（１）～（４）の区分に掲げる者が任意に加入し、又は脱退することで 

きるものとし、かつ、前項の（５）、（６）の区分に掲げる者が任意に脱退できるものと 

する。 

３ 協議会へ加入又は協議会から脱退しようとする者は会長等（事務局長をおく場合は事務

局長。以下同じ。）に申し出するものとする。 

  ただし、第５条第１３項の規定に基づき協議会の公表があった場合には、協議会開催日

の１５日前までに申し出があった者について、当該協議の構成員として参画できるものと 

する。 

４ 協議会の構成員の把握は会長等が行うものとし、協議会の場において一覧表形式等によ

り示すものとする。 

 

（協議会の運営） 

第５条 協議会に会長をおき、協議会の構成員からこれを充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、協議の場を総括する。 

３ 会長の任期は第４条の構成員の任期に準ずる。 

４ 会長に事故がある場合には、あらかじめ会長が指名する者がその職務を代理する。 
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５ 協議会には事務局を設置する。 

６ 事務局には事務局長をおく。事務局長は会長が指名し、協議会に報告する。 

７ 事務局長は、協議会の運営に関する事務を総括する。 

８ 事務局長の任期は第４条の構成員の任期に準ずる。 
９ 各区分毎の構成員の発言時間の配分は、協議会の開催予定時間の 15％を上限として会長

が割り振るものとする。 

10 協議会の議決方法は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるとおりとする。 

（１）会長の選出を議決する場合 第 4 条第 1 項（２）及び（３）掲げる構成員はその区

分毎に 1 個の議決権を、その他の構成員については各自 1 個の議決権を与える者とし議

決権の過半数に当たる多数をもって行う。 

 （２）設置要綱の変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすことをもって行う。 

  ① 協議会の構成員である地方公共団体の長が全て合意していること。 

② 設置要綱の変更について合意しているタクシー事業者が準特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該 

準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

③ 設置要綱の変更について合意しているタクシー協会等の構成員となっているタク

シー事業者が準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会 

の構成員であるタクシー協会等の構成員となっているタクシー事業者が当該準特定

地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

  ④ 労働組合等として参加している構成員の過半数が合意していること。 

  ⑤ 地域住民として参加している構成員の過半数が合意していること。 

  ⑥ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員の過半数が合意していること。 

 （３）準特定地域計画の作成及び変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすこと

をもって行う。 

  ① (2)①及び③から⑤までに掲げる要件を満たしていること。 

  ② 準特定地域計画の作成に合意したタクシー事業者が準特定特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、当該準特定地域内の営業所に配置されるタク

シー車両の総 台数の過半数であること。 

  ③ 協議会の構成員である関係行政機関が合意していること。 

  ④ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員（関係行政機関を除く。)の過半 

数が合意していること。 

  ⑤ 法第８条第２項各号に掲げる者に該当する構成員のうち準特定地域計画に定めら

れた事業の実施主体とされたものが合意していること。 

 （４）（１）から（３）まで以外の議決を行う場合 次に掲げる要件を全て満たすことを

もって行う。 
  ① 会長が合意すること。 
  ② 合意するタクシー事業者が充特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数

の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該準特定地域内の営業所に配

置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 
  ③ ①及び②以外の構成員において、第 4 条第 1 項（３）に掲げる構成員はその区分毎

に 1 個の議決権を、その他の構成員については、各自 1 個の議決権を与えるものと



  【資料１】 
し、過半数が合意すること。 

11 協議会は、準特定地域計画作成後も定期的に開催することとする。 

12 前項に掲げるもののほか、会長は、必要に応じて、協議会を開催することができるもの

とし、協議会の構成員は、会長に対して協議会の開催を要求することができるものとする

が、協議会の開催の是非は会長が決めるものとする。 

13 会長は、協議会を開催するに当たり、原則として協議会開催日の２０日前までにその旨 

を公表するものとする。 

14 協議会は原則として公開とする。ただし、開催日時及び場所、議題、協議の概要、議 

 決事項等を記載した議事概要の公開をもってこれに代えることができる。 

15 協議会は、協議会の構成員の過半数の出席がなければ成立しないものとする。 

  また、必要に応じて代理出席を認めることができるものとする。 
16 会長は、次に掲げる事項に限り、やむを得ない事由により協議会を開催する余裕のない

場合においては、事案の概要を記載した書面を構成員に送付し、その意見の聴取及び賛否

を確認し、その結果をもって協議会の議決に代えることができる。 
  なお、本規定に基づく取扱いを行う場合にあっては、第 4 条第 3 項中の「15 日前」とあ

るのは「3 日前」とし、第 5 条第 13 項中の「20 日前」とあるのは「7 日前」とする。 
（１） 新規許可、営業区域の設定又は増車に係る意見聴取に関する意見書の提出の議決 
（２） 公定幅運賃に係る意見聴取に関する意見書の提出の議決 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が協議会

に諮り定める。 

 

附則（一部改正） 

 この要綱は、平成２４年１２月 ７日より適用する。 

附則（一部改正） 

 この一部改正平成２６年 １月２４日より適用する。 
附則 
 この一部改正平成２６年  月  日より適用する。 













タクシー事業の適正化及び活性タクシー事業の適正化及び活性
化に係る今までの取組みについて化に係る今までの取組みについて

資料３



１．特定事業計画申請・認定状況１．特定事業計画申請・認定状況

平成26年1月31日現在

申請者数 減車数 休車数 認定者数 減車数 休車数

 水戸県央交通圏 H22.3.12 45 45 17 30 2 45 17 30 2

 県南交通圏 H22.3.19 74 74 18 30 0 74 18 30 0

 県西交通圏 H22.4.22 48 47 10 12 1 47 10 12 1

認　　　定　　　状　　　況

認定者数
うち事業再構築を定めた者営業区域名

地域計画
合意

事業者数
（H26.1末現在） 申請者数

うち事業再構築を定めた者

申　　　請　　　状　　　況

 県北交通圏 H22.9.16 33 32 15 41 1 32 15 41 1

① ② ②／① ③ ③／①

 水戸県央交通圏 855 761 11.0% 761 11.0% 600 ～ 650 約24% ～ 約30%

 県南交通圏 1,068 939 12.1% 939 12.1% 700 ～ 850 約20% ～ 約35%

 県西交通圏 477 403 15.5% 403 15.5% 300 ～ 350 約26% ～ 約37%

 県北交通圏 544 490 9.9% 490 9.9% 350 ～ 460 約15% ～ 約35%

適正と考えられる
車　両　数

基準車両数と適正と
考えられる車両数との

乖　　　　離
営業区域名 減車率

申請された
減・休車が
全て実施
された場

基準車両数 現在車両数 減車率



２．特定事業の項目ごとの実施状況２．特定事業の項目ごとの実施状況
①水戸県央交通圏①水戸県央交通圏 １／２１／２

事業者数
（重複あり）

実施者数 実施率（％）

顧客満足度調査の実施と改善状況の把握 40 29 72.5

サービス向上のための教育・研修の充実 42 40 95.2

地理教育の徹底 36 26 72.2

短距離、ワンメーターを歓迎する運転者教育及び利用者へのＰＲ 42 39 92.9

ポスター、パンフレット、リーフレット等の作成・配布 43 38 88.4

チャイルドシートの導入 33 25 75.8

ケア輸送サービス従事者研修の受講の促進 15 11 73.3

特　　　定　　　事　　　業　　　計　　　画

 ① タクシーサービスの活性化

ケア輸送サービス従事者研修の受講の促進 15 11 73.3

事業者における自社ＷＥＢサイトの開設 22 12 54.5

優良運転者表彰制度の活用・推薦の促進 41 14 34.1

高齢者を対象とした新たな輸送需要の開拓 1 0 0.0

タクシー乗り場及び周辺における美化の推進 35 25 71.4

運輸安全マネジメント講習の受講 33 16 48.5

映像記録型ドライブレコーダーの導入 24 9 37.5

ドライブレコーダー等を活用した事故防止教育の実施 23 19 82.6

アルコールチェッカーの導入 34 21 61.8

安全運転講習会の受講 39 37 94.9

緊急地震速報受信時の的確な対応による旅客の安全確保に向けた乗務員教育 4 3 75.0

街頭指導の推進 35 32 91.4

地方自治体主体の運行による他の交通機関との連携による新たなサービスの創出 3 0 0.0

輸送障害時における代替輸送の連携強化 29 20 69.0

 ② 安全性の維持・向上

 ③ 総合交通ネットワークの一員としての機能の向上



２．特定事業の項目ごとの実施状況２．特定事業の項目ごとの実施状況
①水戸県央交通圏①水戸県央交通圏 ２／２２／２

事業者数
（重複あり）

実施者数 実施率（％）

観光タクシーの運行 11 2 18.2
従来型とは違う観光ルートの創出 18 4 22.2
観光ドライバーの育成 27 20 74.1
観光タクシー乗務員講習会の実施 22 17 77.3
接客サービス講習会の実施 41 38 92.7
外国語指差しシートの作成、携行と車体表示 43 42 97.7
観光モデル事業への取組み 7 5 71.4

 ⑤ 環境問題への貢献

特　　　定　　　事　　　業　　　計　　　画

 ④ 観光への取組み

ハイブリッド車、ＥＶ車等低公害車の導入促進 3 1 33.3
アイドリングストップ運動の推進 33 16 48.5
ノーマイカーデイの推進 31 8 25.8

都市における治安維持への協力 40 35 87.5
都市における防災への協力 41 37 90.2
都市における防犯への協力 40 32 80.0
こども１１０番への協力 42 36 85.7

部品や燃料などの共同購入の推進による経費の圧縮 29 9 31.0

勤務体系及び勤務待遇・乗務員負担制度の見直し 30 8 26.7
若年労働者の積極的な雇用の促進 33 13 39.4
防犯訓練の実施 34 17 50.0
防犯カメラの導入 10 1 10.0
防犯仕切版の導入 32 21 65.6

⑥防災・防犯対策への貢献

⑦事業経営の活性化、効率化

⑧タクシー運転者の労働条件の悪化の防止、改善・向上

 ⑤ 環境問題への貢献



２．特定事業の項目ごとの実施状況２．特定事業の項目ごとの実施状況
①県南交通圏①県南交通圏 １／２１／２

事業者数
（重複あり）

実施者数 実施率（％）

顧客満足度調査の実施と改善状況の把握 45 31 68.9

サービス向上のための教育・研修の充実 51 45 88.2

地理教育の徹底 38 29 76.3

短距離、ワンメーターを歓迎する運転者教育及び利用者へのＰＲ 54 51 94.4

ポスター、パンフレット、リーフレット等の作成・配布 61 56 91.8

特　　　定　　　事　　　業　　　計　　　画

 ① タクシーサービスの活性化

チャイルドシートの導入 16 14 87.5

ケア輸送サービス従事者研修の受講の促進 1 1 100.0

事業者における自社ＷＥＢサイトの開設 6 4 66.7

優良運転者表彰制度の活用・推薦の促進 41 27 65.9

運輸安全マネジメント講習の受講 8 7 87.5

映像記録型ドライブレコーダーの導入の促進 6 6 100.0

ドライブレコーダー等を活用した事故防止教育の実施 9 7 77.8

アルコールチェッカーの導入 27 21 77.8

安全運転講習会の受講 21 18 85.7

交通事故ゼロ運動等の実施 31 21 67.7

緊急地震速報受信時の的確な対応による旅客の安全確保に向けた乗務員教育 52 48 92.3

輸送障害時における代替輸送の連携強化 21 15 71.4

 ② 安全性の維持・向上

 ③ 総合交通ネットワークの一員としての機能の向上



２．特定事業の項目ごとの実施状況２．特定事業の項目ごとの実施状況
①県南交通圏①県南交通圏 ２／２２／２

事業者数
（重複あり）

実施者数 実施率（％）

観光ルートの創出 1 1 100.0

接客サービス講習会の実施 39 37 94.9

外国語指差しシートの作成、携行と車体表示 55 51 92.7

ハイブリッド車、ＥＶ車等低公害車の導入促進 1 1 100.0

アイドリングストップ運動の推進 40 30 75.0

特　　　定　　　事　　　業　　　計　　　画

 ④ 観光への取組み

 ⑤ 環境問題への貢献

アイドリングストップ運動の推進 40 30 75.0

ノーマイカーデイの推進 5 5 100.0

都市における治安維持への協力 60 57 95.0

都市における防災への協力 63 59 93.7

都市における防犯への協力 61 58 95.1

こども１１０番への協力 64 57 89.1

勤務体系及び勤務待遇・乗務員負担制度の見直し 5 3 60.0

防犯訓練の実施 40 33 82.5

防犯カメラの導入の促進 3 3 100.0

防犯仕切版の導入 6 4 66.7

 ⑥ 防災・防犯対策への貢献

 ⑧ タクシー運転者の労働条件の悪化の防止、改善・向上



２．特定事業の項目ごとの実施状況２．特定事業の項目ごとの実施状況
①県西交通圏①県西交通圏 １／２１／２

事業者数
（重複あり）

実施者数 実施率（％）

顧客満足度調査の実施と改善状況の把握 26 17 65.4

サービス向上のための教育・研修の充実 30 27 90.0

地理教育の徹底 27 23 85.2

短距離、ワンメーターを歓迎する運転者教育及び利用者へのＰＲ 26 26 100.0

ポスター、パンフレット、リーフレット等の作成・配布 35 32 91.4

チャイルドシートの導入 12 12 100.0

事業者における自社ＷＥＢサイトの開設 5 3 60.0

特　　　定　　　事　　　業　　　計　　　画

 ① タクシーサービスの活性化

事業者における自社ＷＥＢサイトの開設 5 3 60.0

優良運転者表彰制度の活用・推薦の促進 17 11 64.7

高齢者を対象とした新たな輸送需要の開拓 1 1 100.0

運輸安全マネジメント講習の受講 6 3 50.0

映像記録型ドライブレコーダーの導入 3 3 100.0

ドライブレコーダー等を活用した事故防止教育の実施 2 2 100.0

アルコールチェッカーの導入 5 4 80.0

安全運転講習会の受講 20 19 95.0

緊急地震速報受信時の的確な対応による旅客の安全確保に向けた乗務員教育 21 18 85.7

輸送障害時における代替輸送の連携強化 12 10 83.3

観光ルートの創出 7 3 42.9

接客サービス講習会の実施 11 9 81.8

外国語指差しシートの作成、携行と車体表示 29 26 89.7

 ② 安全性の維持・向上

 ③ 総合交通ネットワークの一員としての機能の向上

 ④ 観光への取組み



２．特定事業の項目ごとの実施状況２．特定事業の項目ごとの実施状況
①県西交通圏①県西交通圏 ２／２２／２

事業者数
（重複あり）

実施者数 実施率（％）

アイドリングストップ運動の推進 23 20 87.0

ノーマイカーデイの推進 3 3 100.0

都市における治安維持への協力 29 27 93.1

都市における防災への協力 30 27 90.0

30 27 90.0

 ⑥ 防災・防犯対策への貢献

特　　　定　　　事　　　業　　　計　　　画

 ⑤ 環境問題への貢献

都市における防犯への協力 30 27 90.0

こども１１０番への協力 32 29 90.6

部品や燃料などの共同購入の推進による経費の圧縮 6 6 100.0

勤務体系及び勤務待遇・乗務員負担制度の見直し 6 4 66.7

防犯訓練の実施 13 13 100.0

防犯カメラの導入 1 1 100.0

防犯仕切版の導入 3 2 66.7

 ⑦ 事業経営の活性化、効率化

 ⑧ タクシー運転者の労働条件の悪化の防止、改善・向上



２．特定事業の項目ごとの実施状況２．特定事業の項目ごとの実施状況
①県北交通圏①県北交通圏 １／２１／２

事業者数
（重複あり）

実施者数 実施率（％）

顧客満足度調査の実施と改善状況の把握 29 8 27.6

サービス向上のための教育・研修の充実 31 24 77.4

地理教育の徹底 22 11 50.0

短距離、ワンメーターを歓迎する運転者教育及び利用者へのＰＲ 32 28 87.5

ポスター、パンフレット、リーフレット等の作成・配布 31 27 87.1

チャイルドシートの導入 2 2 100.0

ユニバーサルデザイン車両の導入促進 1 0 0.0

特　　　定　　　事　　　業　　　計　　　画

 ① タクシーサービスの活性化

事業者における自社ＷＥＢサイトの開設 3 2 66.7

優良運転者表彰制度の活用・推薦の促進 29 8 27.6

高齢者を対象とした新たな輸送需要の開拓 3 1 33.3

タクシー乗り場及び周辺における美化の推進 21 10 47.6

運輸安全マネジメント講習の受講 19 7 36.8

映像記録型ドライブレコーダーの導入 3 2 66.7

ドライブレコーダー等を活用した事故防止教育の実施 4 3 75.0

アルコールチェッカーの導入 10 7 70.0

安全運転講習会の受講 23 20 87.0

緊急地震速報受信時の的確な対応による旅客の安全確保に向けた乗務員教育 17 16 94.1

街頭指導の推進 21 16 76.2

輸送障害時における代替輸送の連携強化 10 3 30.0

 ② 安全性の維持・向上

 ③ 総合交通ネットワークの一員としての機能の向上



２．特定事業の項目ごとの実施状況２．特定事業の項目ごとの実施状況
①県北交通圏①県北交通圏 ２／２２／２

事業者数
（重複あり）

実施者数 実施率（％）

観光タクシーの運行 4 1 25.0

従来型とは違う観光ルートの創出 4 1 25.0

観光ドライバーの育成 10 7 70.0

観光タクシー乗務員講習会の実施 6 6 100.0

接客サービス講習会の実施 3 3 100.0

外国語指差しシートの作成、携行と車体表示 18 16 88.9

 ⑤ 環境問題への貢献

特　　　定　　　事　　　業　　　計　　　画

 ④ 観光への取組み

ハイブリッド車、ＥＶ車等低公害車の導入促進 4 2 50.0

アイドリングストップ運動の推進 9 3 33.3

ノーマイカーデイの推進 1 0 0.0

都市における治安維持への協力 26 23 88.5

都市における防災への協力 26 21 80.8

都市における防犯への協力 11 10 90.9

こども１１０番への協力 31 27 87.1

勤務体系及び勤務待遇・乗務員負担制度の見直し 2 1 50.0

若年労働者の積極的な雇用の促進 1 0 0.0

健康診断の充実 5 2 40.0

防犯訓練の実施 13 6 46.2

防犯仕切版の導入 3 1 33.3

 ⑤ 環境問題への貢献

 ⑥ 防災・防犯対策への貢献

 ⑧ タクシー運転者の労働条件の悪化の防止、改善・向上
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